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令和 6年度事業計画書 

Ⅰ．基本方針 

  「令和 4年版高齢社会白書」によりますと、令和 4年 10月 1日現在、高齢化率は 29.0％

に達し、令和 19年には 33.3%となり、実に国民の 3人に 1人が 65歳以上の高齢者になる

と推計されています。 

また、令和 4年の労働力人口比率（人口に占める労働力人口の割合）は 65歳～69歳で

は 52.0％、70 歳～74 歳では 33.9％、75 歳以上では 11.0%となり、平成 27 年以降上昇傾

向となっています。 

  こうした中、新居浜市シルバー人材センターとしては、40 年以上にわたって働く意欲

のある高齢者が年齢にかかわりなく就業を通じて社会に貢献してきた実績を活かし、ボラ

ンティア活動をはじめ、生涯活躍し続けることができるよう、鋭意積極的に取組んでいる

ところです。 

  しかしながら、改正高齢者雇用安定法が令和 3 年 4 月 1 日に施行され、70 歳までの高

齢者に対する就業機会の確保が事業主の努力義務として新設される等、シルバー人材セン

ターの一番の課題である会員確保の面ではますます難しくなっており、会員登録年齢もあ

がり、会員拡大に大きな影響をもたらしています。 

  加えて、令和 2年からのコロナ禍による被害はいまだに収束に至らず、会員確保の面だ

けではなく、業務運営に関しても少なからず影を落としています。 

  このように、シルバー人材センターを取り巻く環境は大変厳しい状況ではありますが、

一方で、地域に於ける人手不足分野も多く、政府が進める高齢者就業施策の方向性を踏ま

えた上で、令和 6年度においても、会員拡大を核に捉えて、特に女性会員の拡大、企業退

職者層への働きかけの強化、退会抑制等を重点に、事業を展開したいと考えております。 

  また、会員の高年齢化等による就業中・就業途上の事故の発生状況を踏まえ、安全就業

の徹底に向けた取り組みを強化するとともに、請負・委任業務と派遣業務はもとより、剪

定屑堆肥化事業等の独自事業の強化に努めたいと考えております。 

  以上のような基本方針を軸に、以下を重点課題として、事業の特性を生かした個性的な

運営を展開したいと考えております。 

  第一に、高齢者に対する雇用によらない就業機会の確保及び提供事業 

  第二に、雇用による就業を希望する高齢者に対する職業紹介事業及び労働者派遣事業 

  第三に、高齢者に対し就業に必要な知識及び技能を付与する講習事業 

  第四に、高齢者の生きがいの充実及び社会参加の推進を図る事業 

  第五に、高齢者の多様な就業機会の確保及び地域社会、企業等における高齢者の能力

の活用を図るための事業 

 

Ⅱ．主要施策の実施計画 

 １ 高齢者に対する雇用によらない就業機会の確保及び提供事業 

   社会参加の意欲のある高齢者のために地域に密着しながら、その希望、知識及び経験
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に応じた就業の活動機会を確保し、提供するため地域ニーズにマッチした仕事を、家庭、

企業、地方公共団体から有償で引き受け、これを高齢者に対して、請負又は委任という

形式で提供する。 

 ２ 雇用による就業を希望する高齢者に対する職業紹介事業及び労働者派遣事業 

   (1) 職業紹介事業 

     臨時的かつ短期的な仕事又はその他の軽易な業務に係る仕事の求人を受け付け、

当該業務への従事を希望する一般高齢者や会員に職業を紹介する。 

     なお、県知事から「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和 46年法律第 68

号）」第 39条に規定する業務拡大に係る業種及び職種等の指定を受けた場合は、同事

業を週 40時間までとする。 

   (2) 労働者派遣事業 

  臨時的かつ短期的な仕事又はその他の軽易な業務に係る就業の範囲において、あ

らかじめ登録した会員のうち、派遣を希望する会員を対象に「労働者派遣事業の適正

な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律」に基づき就業を提供

する。 

  なお、県知事から「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和 46年法律第 68

号）」第 39条に規定する業務拡大に係る業種及び職種等の指定を受けた場合は、同事

業を週 40時間までとする。 

 ３  高齢者に対し、就業に必要な知識及び技能を付与する講習事業 

   (1) 技能開発講習会 

  地域に高齢者の就業にふさわしい仕事が存在していても、それを行うために必要

な経験や能力等が高齢者に不足している場合には、実際の就業には結びつかない。こ

のため、就業意欲のある高齢者を対象とした各種講習会等を開催し、就業に必要な技

能や知識を付与し実際の就業に結び付け、より広い分野での就業の機会の確保・提供

に繋げ高齢者の生きがいの充実と福祉の向上、ひいては活力ある地域社会づくりに寄

与する。 

 ４  就業を通じて高齢者の生きがいの充実及び社会参加の推進を図る事業 

   (1) 社会参加活動事業 

  ボランティアを希望する高齢者を対象に、社会参加の一環として、公共施設の清

掃・除草・剪定等を実施し、地域社会の活性化や環境美化に寄与する。 

   (2) 相談・情報提供事業 

  地域における働く意欲のある高齢者のために就業、職業能力開発、ボランティア

活動等に係る相談・情報提供に務める。 

 ５ 高齢者の多様な就業の機会の確保及び地域社会、企業等における高齢者の能力の活用

を図るための事業の推進 
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 (1) 就業開拓事業 

  就業開拓専門員を配置し、地域の家庭、事業所、地方公共団体等を訪問・面談し、

高齢者にふさわしい仕事を積極的に開拓するとともに、高齢者の職業能力や経験を活

かせる就業の開拓を行う。 

   (2) 調査研修事業 

  シルバー人材センターの活動実績を集計・分析し、就業機会の開拓等に関する課

題の抽出や対応策の検討を行い、地域社会のニーズにマッチした事業展開を図るため

に、発注者満足度調査、高齢者の就業に対する意識変化や就業の実態に関する調査、

会員の意識調査や健康づくりの推進に関する調査等を行う。 

   (3) 安全・適正就業推進事業 

  高齢者が自らの安全の確保と健康の維持を図りながら、センターから提供された

仕事を安全かつ適正に遂行できるよう、安全意識の徹底と健康管理のため、啓発活動

などを行う。 

  具体的には、安全・適正就業推進委員会を設置し、安全就業パトロール指導員を

配置し、安全就業研修会や交通安全講習などを実施する。また高齢者の健康管理のた

め、健康診断の受診を奨励する。 

   (4) 普及啓発事業 

  シルバー人材センターの事業への信頼と理解が得られるよう、発注者となる一般

市民や事業所等及び会員となりうる高齢者に対し、基本的理念や事業の仕組みを周知

する。 

  具体的には、市の広報、公民館便りへの掲載、ポスターの掲示及びチラシの配布

や、ホームページの開設、センターボランティア活動の報道依頼を行う。 

   (5) 助成金を利用した事業 

     市内企業の高年齢者の求人を開拓するため、就業開拓員を配置し、スーパー等の

民間企業を訪問し、就業機会の拡大を図り、地域の高齢者（新規会員）の就業に結び

付ける。 

 

Ⅲ．事業取り組み目標 

 

会 員 数 ８００人 

契 約 種 別 請負・委任契約 労働者派遣契約 

契 約 金 額 ５００，０００千円 ５０，０００千円 

就 業 延 人 員   ９０，０００人日 １０，０００人日 


